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沖縄県教員の特別支援学校教諭免許状保有率向上に係る具体的対応策 

 

沖縄県教育委員会 

 

１ 対応方針                               

（１） 幼小中高特の全校種で特別支援教育が実施されていることから、学校種毎の特別支

援学校教諭免許状（以下、特支免許状という。）の保有率の向上を図る。 

 

※ 令和３年３月 16 日付け２初特支第 49 号「令和２年度特別支援学校教員の特別支援学

校教諭等免許状保有状況等調査の結果について（送付）」から抜粋 

・ 特別支援学校教員においては本来、特別支援学校教諭等免許状を保有すべきとこ

ろとされ、令和３年１月の中教審答申「『令和の日本型学校教育』の構築を目指

して」においても、あらためて「概ね全ての特別支援学校の教員が免許状を取得

することを目指して取り組むことが必要である」とされたところである。 

・ 小中の特別支援学級担当教員、小中高の通級による指導担当教員、小中高の特別

支援教育コーディネーターについても、専門性の向上に資する各種研修の受講機

会の拡大、特別支援学校教諭等免許状取得奨励の努力義務依頼がある。 

・ 発達障害の可能性のある児童生徒の多くが通常の学級に在籍している小中高な

どの教員についても、特別支援学校教諭等免許状取得のための科目（例：特別支

援教育の基礎理論、LD 等教育）を受講する等積極的な研修の受講機会拡大の努力

義務依頼がある。 

 

（２） 教員の採用計画及び採用後の人事管理、服務管理、人材育成の観点から、次のとお

り関係部署等が連携する。 

① 県立学校については、学校人事課と県立学校教育課が連携する。 

② 市町村立学校等については、学校人事課と義務教育課、各教育事務所、各市町村

及び県立学校教育課が連携する。 

 

２ 現状と課題                              

○ 特別支援学校においては、新規採用者や他校種からの異動者の中に特支免許状

を保有していない教員がおり、専門性を担保する観点から、採用時・異動時から

の勤務校種領域の特支免許状の計画的な保有率向上が求められている。 

○ 幼小中高等学校においては、小中の特別支援学級担当教員、小中高の通級による

指導担当教員、幼小中高の特別支援教育コーディネーターについて、専門性の向

上が課題であり、特支免許状の保有率向上が求められている。 

 

（１） 特別支援学校 

① 【Ⅰ段階】基礎免許状（幼小中高等学校教諭免許状）のみ保有者が一定数在職して

おり、特別支援学校の学校種・教育部門に対応した特別支援教育領域毎の特支免許

状（二種））保有率の向上が必要。 
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② 【Ⅱ段階】特支免許状（二種・一種・専修）の一部領域保有者が一定数在職してお

り、全領域保有率の向上が必要。 

③ 【Ⅲ段階】特支免許状（二種）保有者が一定数在職しており、特支免許状（一種）

保有率の向上が必要。 

 

 

 

 

 

（２） 高等学校 

① 特別支援教育（通級による指導、コーディネーター等）担当教員等の特支免許状（二

種）保有率の向上が必要。 

※ 通級による指導担当教員は障害種別等に応じた領域等の取得又は特別支援教

育の基礎理論、重複障害・ＬＤ等教育等の科目受講など。 

② 特支免許状（二種・一種）一部領域保有者が一定数在職しており、特別支援学校に

準じて全領域保有率の向上が必要。 

（３） 小中学校 

① 特別支援教育（特別支援学級、通級による指導、コーディネーター等）担当教員等

の特支免許状（二種）保有率の向上が必要。 

※ 特別支援学級担当教員は学級種別及び通級による指導担当教員は障害種別等に応じた領域

等の取得又は特別支援教育の基礎理論、重複障害・ＬＤ等教育等の科目受講など。 

② 特支免許状（二種・一種）一部領域保有者が一定数在職しており、特別支援学校に

準じて全領域保有率の向上が必要。 

（４） 幼稚園等 

① 特別支援教育（コーディネーター等）担当教員等の特支免許状（二種）保有率の向

上が必要。 

 

３ 校種毎の目標（令和 13 年度）                     

※ 保有率は県の計画等に表記予定 

（１） 特別支援学校（全教員） 

① 保有率：100％（令和 13年度）＜79.0％（令和２年度）＞ 

② 目標：【Ⅰ段階】当該障害種領域の免許状（二種）保有者の増、【Ⅱ段階】全領域免

許状保有者の増、【Ⅲ段階】上級免許状（一種・専修）保有者の増 

（２） 小学校・中学校（特別支援学級・通級による指導担当教員・コーディネーター等） 

① 保有率：60.0％以上（令和 13年度）＜37.1％（令和２年度）＞【特学担任】 

② 目標：特別支援教育（特別支援学級・通級による指導・コーディネーター等）担当

教員の免許状（二種）保有者の増 

（３） 幼稚園等・高等学校（コーディネーター・通級による指導担当教員等） 

① 目標：特別支援教育（コーディネーター・通級による指導等）担当教員の免許状（二

種）保有者の増 

教育職員免許法 第９条の５ 

（二種免許状を有する者の一種免許状の取得に係る努力義務） 

教育職員で、その有する相当の免許状（括弧内略）が二種免許状であるものは、相

当の一種免許状の授与を受けるように努めなければならない。 
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４ 免許状取得方法に係る広報 ＜別添案内資料等参照＞           

※ 以下の方法を複数活用して、通年で早期に必要単位を修得することが可能    

（１） 沖縄県教委主催免許法認定講習：特支二種（視覚・聴覚・知的・肢体・病弱） 

（２） 国立特別支援教育総合研究所免許法認定通信教育：特支一種・二種（視覚・聴覚） 

（３） 国立大学免許法認定通信教育等：特支一種・二種（視覚・聴覚・知的・肢体・病弱） 

（４） 放送大学：特支二種（知的・肢体） 

① 最短６か月で取得可能（幼小中高の教諭免許状取得後、臨任含む教員経験３年以上） 

② 公立学校共済組合員の入学料半額割引 

（５） 大学等通信教育：特支専修・一種・二種（知的・肢体・病弱） 

（６） 教職大学院等への現職派遣：特支専修（知的・肢体・病弱）        など 

 

５ 校種毎の具体的対応策                         

（１） 特別支援学校 

① 未保有者の免許取得（校種・教育部門に応じた領域及び他領域）推進 

② 単位修得済者で免許未申請者の免許申請・取得推進 

③ 免許取得者で履歴事項追加届未提出者の追加届提出推進 

④ 一部領域保有者の全領域取得推進 

⑤ 免許状（二種・一種）保有者の上級免許状（一種・専修）取得推進 

⑥ 免許取得者の高等学校への校種間異動推進 

（２） 高等学校 

① 特別支援学校校種間異動希望教員の異動前免許取得推進 

② 特別支援教育（通級による指導、コーディネーター等）担当教員の免許取得推進 

③ 単位修得済者で免許未申請者の免許申請・取得推進 

④ 免許取得者で履歴事項追加届未提出者の追加届提出推進 

⑤ 希望者の免許取得推進 

（３） 小中学校 

① 特別支援学校計画交流異動希望教員の異動前免許取得推進 

② 特別支援教育（特別支援学級、通級による指導、コーディネーター等）担当教員の

免許取得推進 

③ 単位修得済者で免許未申請者の免許申請・取得推進 

④ 免許取得者で履歴事項追加届未提出者の追加届提出推進 

⑤ 希望者の免許取得推進 

（４） 幼稚園等（市町村への協力依頼） 

  ① 特別支援教育（コーディネーター等）担当教員の免許取得推進 

  ② 免許状取得方法に係る広報＜案内資料等参照＞の周知 

③ 単位修得済者で免許未申請者の免許申請・取得推進 

④ 免許取得者で履歴事項追加届未提出者の追加届提出推進 

⑤ 希望者の免許取得推進 
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６ 免許状取得後の各教員の対応                      

（１） 免許状取得はあくまで教職における出発点であることを踏まえ、各種の専門性向上

を図る。 

（２） 現職研修の深化を含め、更なる自己研鑽を行う。 

 

７ 免許状申請に係る対応等の一例                     

（１）特支二種免許状（一領域以上）保有者 → 他領域の追加申請可能 

（２）旧養学二種・盲二種・聾二種免許状保有者 → 特支二種免許状に書換申請・受理後、

他領域の専門単位のみの修得で追加申請可能（特支二種免許状の基礎資格として対応

可能＜旧養学二種 ＝ 特支二種（知的・肢体・病弱領域）、盲二種 ＝ 特支二種（視覚

領域）、聾二種 ＝ 特支二種（聴覚領域）＞） 

（３）特支一種・専修免許状（旧養学・盲・聾の一種・専修含む）保有者 → 特支二種免

許状取得の場合は必要単位を修得後申請（特支二種免許状の基礎資格として対応不可） 

 

８ 沖縄県教員候補者選考試験の採用選考段階における対応         

（１） 特別支援学校の教員選考においては、特支免許状保有者の採用に努める。 

（２） 特別支援学校以外の学校においても、特別支援教育に関する専門性の向上が求めら

れていることを踏まえ、特支免許状の保有状況に応じた選考制度の構築に努める。 

９ 県立特別支援学校教員のうち特支免許状未保有教員の対応         

（１） 管理者は、所属職員の勤務校種（教育部門）に係る免許状保有率の向上、保護者や

外部等に対する説明責任を有していることを踏まえ、特支免許状取得に向けた教員

への周知や早急な取り組みを推進・支援する。（沖縄県「特別支援学校免許状保有率

向上」に向けた取組状況チェックリストの活用） 

（２） 管理者は、県教委主催免許法認定講習以外に単位・免許取得手段が年間をとおして

複数あることを教員に周知する。 

（３） 管理者は、特支免許状未保有教員の名簿一覧を作成し、修得単位数等について把握

し教員本人と確認する。 

（４） 教員は、管理者と調整しながら年間を通じた単位履修計画を策定して取り組むなど、

免許状取得に向け速やかな対策を行う。 

【県教委主催免許法認定講習】 

通常は、教員任用前に個人が受益者負担において大学で履修する単位等の修得について、

現職教員を対象に修得を促進するための行政サービスの一環 

 

 

10 県立特別支援学校教員採用後のフォローアップ等             

 特別支援学校採用者で、特支免許状未保有者については、特支免許状の取得計画に

ついて確認を行う。 



特別支援学校教諭免許状保有率向上に係る具体的対応策一覧 沖縄県教育委員会

幼稚園等 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

○ 特別支援学校においては、新規採用者や他校種か
らの異動者の中に特支免許状を保有していない教員が
おり、専門性を担保する観点から、採用時・異動時から
の勤務校種領域の特支免許状の計画的な保有率向上
が求められている。

① 特別支援教育（通級による
指導、コーディネーター等）担
当教員等の特支免許状（二
種）保有率の向上が必要。
※ 通級による指導担当教員
は障害種別等に応じた領域
等の取得又は特別支援教育
の基礎理論、重複障害・ＬＤ
等教育等の科目受講など。

３ 校種毎の目標
（令和13年度）

① 目標：特別支援教育（コー
ディネーター・）担当教員の免
許状（二種）保有者の増

① 目標：特別支援教育（コー
ディネーター・通級による指導
等）担当教員の免許状（二
種）保有者の増

① 保有率：100％（令和13年度）、79.0％（令和２年度）
② 目標：【Ⅰ段階】当該障害種領域の免許状（二種）保
有者の増、【Ⅱ段階】全領域免許状保有者の増、【Ⅲ段
階】上級免許状（一種・専修）保有者の増

４ 免許状取得方法
に係る広報
　＜別添案内資料
等参照＞

① 保有率：60.0％以上（令和13年度）＜37.1％（令和２年度）
＞【特学担任】
② 目標：特別支援教育（特別支援学級・通級による指導・
コーディネーター等）担当教員の免許状（二種）保有者の増

１ 対応方針
・学校人事課と県立学校教育課が連携する。

①（１） 幼小中高特の全校種で特別支援教育が実施されていることから、学校種毎の特別支援学校教諭免許状（以下、特支免許状という。）の保有率の向上を図る。
②教員の採用計画及び採用後の人事管理、服務管理、人材育成の観点から、次のとおり関係部署等が連携する。

・学校人事課と義務教育課、各教育事務所、各市町村及び県立学校教育課が連携する。

２ 現状と課題

①特別支援教育（特別支援学級、通級による指導、コーディ
ネーター等）担当教員等の特支免許状（二種）保有率の向上
が必要。
※ 特別支援学級担当教員は学級種別及び通級による指導
担当教員は障害種別等に応じた領域等の取得又は特別支
援教育の基礎理論、重複障害・ＬＤ等教育等の科目受講な
ど。

①特別支援教育（コーディ
ネーター等）担当教員等の特
支免許状（二種）保有率の向
上が必要。

○ 幼小中高等学校においては、小中の特別支援学級担当教員、小中高の通級による指導担当教員、幼小中高の特別支
援教育コーディネーターについて、専門性の向上が課題であり、特支免許状の保有率向上が求められている。

①【Ⅰ段階】基礎免許状（幼小中高等学校教諭免許状）
のみ保有者が一定数在職しており、特別支援学校の学
校種・教育部門に対応した特別支援教育領域毎の特
支免許状（二種））保有率の向上が必要。
②【Ⅱ段階】特支免許状（二種・一種・専修）の一部領域
保有者が一定数在職しており、全領域保有率の向上が
必要。
③【Ⅲ段階】特支免許状（二種）保有者が一定数在職し
ており、特支免許状（一種）保有率の向上が必要。

② 特支免許状（二種・一種）一部領域保有者が一定数在職しており、特別支援学校に準じ
て全領域保有率の向上が必要。

※ 以下の方法を複数活用して、通年で早期に必要単位を修得することが可能
（１） 沖縄県教委主催免許法認定講習：特支二種（視覚・聴覚・知的・肢体・病弱）
（２） 国立特別支援教育総合研究所免許法認定通信教育：特支一種・二種（視覚・聴覚）
（３） 国立大学免許法認定通信教育等：特支一種・二種（視覚・聴覚・知的・肢体・病弱）
（４） 放送大学：特支二種（知的・肢体）：① 最短６か月で取得可能（幼小中高の教諭免許状取得後、臨任含む教員経験３年以上）、② 公立学校共済組合員の入学料半額割引
（５） 大学等通信教育：特支専修・一種・二種（知的・肢体・病弱）
（６） 教職大学院等への現職派遣：特支専修（知的・肢体・病弱）　　　　　　　　など



幼稚園等 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

①特別支援教育（コーディ
ネーター等）担当教員の免許
取得推進
②免許状取得方法に係る広
報＜案内資料等参照＞の周
知

①特別支援学校校種間異動
希望教員の異動前免許取得
推進
②特別支援教育（通級による
指導、コーディネーター等）担
当教員の免許取得推進

６ 免許状取得後の
各教員の対応

７ 免許状申請に係
る対応等の一例

８ 県採用選考段階
における対応

・特別支援学校の教員選考においては、特支免許状保
有者の採用に努める。

９ 県立特別支援学
校教員のうち特支
免許状未所持教員
の対応

（１） 管理者は、所属職員の勤務校種（教育部門）に係
る免許状保有率の向上、保護者や外部等に対する説
明責任を有していることを踏まえ、特支免許状取得に向
けた教員への周知や早急な取り組みを推進・支援す
る。（沖縄県「特別支援学校免許状保有率向上」に向け
た取組状況チェックリストの活用）
（２） 管理者は、県教委主催免許法認定講習以外に単
位・免許取得手段が年間をとおして複数あることを教員
に周知する。
（３） 管理者は、特支免許状未保有教員の名簿一覧を
作成し、修得単位数等について把握し教員本人と確認
する。
（４） 教員は、管理者と調整しながら年間を通じた単位
履修計画を策定して取り組むなど、免許状取得に向け
速やかな対策を行う。

10　県立特別支援
学校教員採用後の
フォローアップ等

・特別支援学校採用者で、特支免許状未保有者につい
ては、特支免許状の取得計画について確認を行う。

③単位修得済者で免許未申請者の免許申請・取得推進
④免許取得者で履歴事項追加届未提出者の追加届提出推進
⑤希望者の免許取得推進

①未保有者の免許取得（校種・教育部門に応じた領域
及び他領域）推進
②単位修得済者で免許未申請者の免許申請・取得推
進
③免許取得者で履歴事項追加届未提出者の追加届提
出推進
④一部領域保有者の全領域取得推進
⑤免許状（二種・一種）保有者の上級免許状（一種・専
修）取得推進
⑥免許取得者の高等学校への校種間異動推進

①特別支援学校計画交流異動希望教員の異動前免許取得
推進
②特別支援教育（特別支援学級、通級による指導、コーディ
ネーター等）担当教員の免許取得推進

５ 校種毎の
具体的対応策

・特別支援学校以外の学校においても、特別支援教育に関する専門性の向上が求められ
ていることを踏まえ、特支免許状の保有状況に応じた選考制度の構築に努める。

①特支二種免許状（一領域以上）保有者　→　他領域の追加申請可能
②旧養学二種・盲二種・聾二種免許状保有者　→　特支二種免許状に書換申請・受理後、他領域の専門単位のみの修得で追加申請可能（特支二種免許状の基礎資格として対
応可能＜旧養学二種 ＝ 特支二種（知的・肢体・病弱領域）、盲二種 ＝ 特支二種（視覚領域）、聾二種 ＝ 特支二種（聴覚領域）＞）
③特支一種・専修免許状（旧養学・盲・聾の一種・専修含む）保有者　→　特支二種免許状取得の場合は必要単位を修得後申請（特支二種免許状の基礎資格として対応不可）

①免許状取得はあくまで教職における出発点であることを踏まえ、各種の専門性向上を図る。
②現職研修の深化を含め、更なる自己研鑽を行う。
































